
和歌山県精神保健福祉士協会規約 
 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 本協会は、和歌山県精神保健福祉士協会と称する。 

 

（事務所） 

第２条 本協会の事務所は、社会福祉法人一峰会あすの実内に置く。 

 

（目的） 

第３条 本協会は、県内の精神医療、保健、福祉の領域で働く精神保健福祉士等の専門職として

の資質と社会的地位の向上を目指すとともに、精神保健福祉の推進に寄与し、障害者の全面的

な社会参加のための専門的、社会的活動を行うことを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 本協会は、前条の目的を達成する為に、次の事業を行う。 

（１）精神医学に関する定期的な研究会 

（２）社会福祉学・社会学に関する定期的な研究会 

（３）機関紙その他の刊行物の発刊 

（４）調査事業 

（５）県民を対象とした啓発事業 

（６）総会の開催 

（７）その他本協会の目的を達成する為に必要な事業 

 

第２章 会員等 

（資格） 

第５条 本協会の会員は、次の各号に該当するものとする。 

（１）精神保健福祉士の資格を有する者。 

（２）現在、行政機関・医療機関・事業所等において専ら利用者、家族等の精神保健福祉に関す

る相談援助業務に従事している者。 

（３）前号に該当する者以外であって、２００８年度までに本協会の会員であった者。 

 

（権限） 

第６条 会員は、次の権限を有する。 

（１）会員は、総会に出席しなければならない。 

（２）会員は、役員の選挙権・被選挙権をもつ。 

（３）会員は、本協会の行う部会等の構成員となることができる。 

 

（入会及び会費） 

第７条 会員の入会は、理事会の承認により決定する。入会を希望する者は、所定の用紙に必要

事項を記入し、入会金５，０００円、年会費３，０００円を添えて理事会に申し込むものとす

る。 

 

２ ２ヵ年度にわたり会費納入がなかった者は、次年度以降の機関紙等送付物の発送を停止する。 

なお、事務局は会費の納入が確認できた場合、すみやかに停止分の機関紙を送付することとす

る。 

 

（退会） 

第８条 会員が退会を希望する場合、所定の用紙に必要事項を記入し、事務局へ提出するものと

する。 

２ ３ヵ年度にわたり会費を納入しない者、及び会員として不適格な行動のあった者は、理事会

の議決により退会させることができる。なお、理事会は退会を議決した旨を次回総会で承認を

受けなければならない。 

 



第３章 役員 

（役員の定数） 

第９条 本協会に、次の役員を置く。 

（１）理事 ６名以上１０名以内  

（２）監事 ２名 

２ 理事のうち、１名を会長、２名以内を副会長とする。 

 

（役員の選任等） 

第１０条 役員の選出に当たっては立候補制とし、別に定める『役員選出規程』に基づき、会員

の投票により選出する。 

２ 理事は互選により、会長、副会長を選任する。 

 

（職務） 

第１１条 会長は、本協会を代表し、その業務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじ

め指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、総会の議決に基づき、本協会の業務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる業務を行う。 

（１）財産及び会計の状況を監査すること。 

（２）理事の業務執行の状況を監査すること。 

（３）前号の報告をするため必要があるときは、総会又は理事会の招集を会長に対し、請求する

ことができる。 

 

（任期） 

第１２条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行なわなけ

ればならない 

 

（顧問及び相談役） 

第１３条 本協会に顧問及び相談役を置くことができる。 

２ 顧問は、専門的な事項に関して必要な助言をすることを職務とし、総会の議決に基づいて、

会長が会員以外の者の中から委嘱する。 

３ 相談役は、会長の求めに応じて本協会の運営に関して必要な助言を行うことを職務とし、総

会の議決に基づいて、会長が委嘱する。 

 

第４章 総会 

（構成） 

第１４条 総会は、会員をもって構成する。 

 

（権能） 

第１５条 総会は、本協会の運営に関する重要な事項を議決する。 

 

（開催） 

第１６条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の１に該当する場合に開催する。 

（１）理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

（２）会員の５分の１以上から会議の目的を記載した書面により、招集の請求があったとき。 

（３）第１１条第４項第３号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

 

（招集） 

第１７条 総会は、会長が招集する。 

 

 



（議長） 

第１８条 総会の議長は、その総会において、出席会員の中から選出する。 

 

（定足数） 

第１９条 総会は、会員の過半数の出席（委任状を含む）がなければ開会することができない。 

 

（議決） 

第２０条 総会の議事は、その定款に規定するもののほか、出席した会員の過半数をもって決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

第５章 理事会 

（構成） 

第２１条 理事会は、理事をもって構成する。 

 

（権能） 

第２２条 理事会は、次の事項を議決する。 

（１）総会に付議すべき事項 

（２）総会の議決した事項の執行に関する事項 

（３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

 

（開催） 

第２３条 理事会は、原則毎月１回開催する。なお、理事会の招集は会長及び副会長が招集する

こととする。 

 

第６章 部会等 

（部会等） 

第２４条 本協会は、第４条に基づく事業を遂行するために次の部会等を設置する。 

（１） 研修部会 

（２） 組織部会 

（３） 企画部会 

（４） その他必要に応じ理事会で承認された委員会 

 

第７章 会計 

（経費） 

第２５条 本協会の経費は会費、寄付金及びその他の収入をもってこれにあてる。 

 

（予算及び決算） 

第２６条 本協会の予算は理事会の議決を経て、総会の承認を得てこれを決定する。理事会は、

毎会計年度終了後決算報告を作成し、監査を経、総会の承認を得なければならない。 

 

（会計年度） 

第２７条 本協会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

第８章 事務局 

（設置等） 

第２８条 本協会の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長、事務局次長及び事務局員を置くことができる。 

３ 事務局長、事務局次長は、会長が任免する。 

４ 事務局員は、事務局長が任免する。 

 

第９章 規約の改正及び解散 

（規約の改正及び解散） 

第２９条 本規約を改正する、または本協会を解散することについての議決は、会員の３分の１

以上の提案または理事会より提案され、総会出席全員の３分の２以上の同意によって決定され



る。 

 

第１０章 補則 

（規則など） 

第３０条 本規約に定めるもののほか、本協会の運営に必要な事項は、理事会の決議を経て別に

定める。なお、定めた事項については、速やかに会員に対し報告することとする。 

 

付則 

１．この規約は 1991 年 5 月 18 日より施行する。 

２．本協会の発足までの職務遂行は、結成準備会が行う。結成準備会は、発足と同時に解散する。 

 

付則 

１．この規約は 1993 年 6 月 5 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 1997 年 6 月 7 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 1999 年 6 月 13 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2000 年 9 月 30 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2004 年 6 月 12 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2006 年 6 月 17 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2009 年４月１日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2010 年 5 月 9 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2012 年 5 月 27 日より施行する。 

 

付則１．この規約は 2013 年 6 月 9 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2014 年 5 月 31 日より施行する。 

 

付則 

１．この規約は 2015 年 6 月 1 日より施行する。 

 

付則 

１．第９条（１）については、2018 年度役員改選時から適用とする。 

２．この規約は 2017 年 5 月 28 日より施行する。 

 

附則 

１．第９条（1）については、2022年度役員改選時から適用とする。 

２．この規約は 2021年 5月 30日より施行する。 
 



付則 

１．この規約は 2022 年 6 月 5 日より施行する。 

 


